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日本の TPP 交渉と関税撤廃の論争

楊 光洙＊

�．はじめに

世界貿易は、自由貿易主義の潮流のなかで、

関税及び貿易に関する一般協定（GATT）体制

から１９９５年に世界貿易機関（WTO）体制へと

移行した。このWTO体制は、加盟国（現在１５３

カ国）の発展水準や国内事情がそれぞれ異なる

ため、課題ごとに全体の合意を得るのが難し

く、時間がかかりすぎる側面もある。そのため、

双方の利益が一致する国同士は、いわゆる自由

貿易協定（FTA）または経済連携協定（EPA）

を結び、国益を優先しているのが現実である。

すなわち、WTOでの合意で対応できる分野と

対応できない分野があるので、多くの国はそれ

に対応している。相互有利な経済協力が期待で

きる場合は、経済共同体（Economic Commu-

nity）あるいは地域貿易協定（RTA: Regional Trade

Agreement）が重要な意味を持つようになって

いる。

世界には、１９９０年代から東南アジア諸国連合

（ASEAN：現在１０カ国）、欧州連合（EU：現

在２７カ国）、北米自由貿易協定（NAFTA：３カ

国）など様々な経済共同体あるいは地域貿易協

定によって自由貿易の枠組みが形成されてい

る。日本は少々遅れたが、シンガポールをはじ

め１０カ 国 及 び ASEAN等 と 自 由 貿 易 協 定

（FTA）または経済連携協定（EPA）を締結し、

対外経済関係を強化している。最近、日本では、

２０１０年１０月に菅直人首相が環太平洋パートナー

シップ（TPP: Trans-Pacific Partnership）または

環太平洋戦略的経済連携協定（Trans-Pacific Stra-

tegic Economic Partnership Agreement）と呼ばれ

る自由貿易協定への交渉参加を表明した以降、

急に浮上した。これは、２００６年５月に環太平洋

地域における経済連携協定としてシンガポー

ル、ブルネイ、チリ、ニュージーランドの４カ

国加盟でスタートし、現在はアメリカ、オース

トリア、ペルー、ベトナム、マレーシアの５カ

国が交渉に参加している。TPPは、原則的にす

べての品目から関税をなくすことであるので、

いままでの FTAや EPAと異なり、例外品目を

認めない非常にハードルの高い自由貿易協定で

ある。関税が認められている品目はすべて、付

属書�で段階的な関税撤廃が明記されている

が、条文で見る限り、例外品目は見つけられな

い。すなわち、この TPPにおいて経過期間は

あっても例外品目を認めない形で、関税の完全

撤廃を目指していることを明らかにしている。

日本が TPPに参加することになると、アメ

リカとは経済的・政治的なパートナーシップが

強化されることが考えられるが、他方、すでに

EPA協定を締結した国には何らかの影響を及

ぼすことになる。いままで進めてきたアジアを

中心とした EPA政策の位置づけや今後の進め
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方、また TPPの交渉結果による既存の経済連

携協定の見直しなどいろいろな課題が生じてく

るであろう。現時点で TPPへの参加に向けて

日本は、政府間交渉を開始し、物品貿易に加え、

投資、サービス、政府調達など幅広い分野を交

渉の対象としている。しかし、TPPへの姿勢が

明確に決まっていない状況のままで混乱を招い

ていることも事実である。日本が世界に対して

どのようなスタンスで、どのような戦略で望む

べきなのか、今後の日本経済の将来を左右する

重大な課題とも言えよう。

本論文の目的は、日本が環太平洋パートナー

シップ（TPP）への交渉参加と関税撤廃がもつ

意味について考察することである。まず、世界

と日本における地域貿易協定の現状を踏まえた

うえで、日本の対外経済政策の基本方針を分析

し、TPPへの交渉参加と関連してその戦略的な

意味と今後の課題について論ずる。

�．日本の対外経済政策の方向

１．日本の地域貿易協定の進捗状況

一般に、地域貿易協定は、特定の国家間に排

他的な貿易特恵を相互に付与する国際協定の総

称である。この地域貿易協定には、多様な形態

がある。その主な形態と内容として、関税同盟

とは、加盟国間の自由貿易以外も域外国に対し

て共同関税率を適応のこと、自由貿易協定

（FTA）とは、加盟国間の物品の関税やサービ

ス貿易の障壁等を削減・撤廃のこと、経済連携

協定（EPA）とは、加盟国間の貿易・投資の自

由化・円滑化、規制の撤廃や各種経済制度の調

和等、幅広い経済関係のこと、共同市場とは、

関税同盟に加えて加盟国間の生産要素の自由移

動が可能な連携のこと、完全経済統合とは、単

一通貨・加盟国間の共同議会の設置のような政

治・経済的統合水準の単一市場のことがある。

現在、日本の地域貿易協定は、EPA（経済連

携協定）を柱とし、シンガポール（２００２年１１月

３０日）、メキシコ（２００５年４月１日）、マレーシ

ア（２００６年７月１３日）、チリ（２００７年９月３日）、

タイ（２００７年１１月１日）、インドネシア（２００８

年７月１日）、ブルネイ（２００８年７月３１日）、ア

セアン（２００８年１２月１日より順次発効）、フィ

リピン（２００８年１２月１１日）、スイス（２００９年９

月１日）、ベトナム（２００８年１２月２５日署名）、イ

ンド（２０１１年２月締結、発効待ち）、ペルー（２０１０

年１１月合意、締結待ち）など、７カ国との EPA

が発効、２カ国・地域との EPAに署名、２カ

国との交渉が大筋合意に至り、さらに４カ国・

地域と交渉中である。

いままで日本の地域貿易協定は東アジア地域

を中心に進めてきたといえよう。さらに、日本

と ASEANとの経済統合推進は、世界市場に対

する日本と ASEANの競争力強化、物品及び

サービスの貿易の漸進的な自由化、自由な投資

制度の整備、経済統合のための新たな分野の発

掘、ASEAN諸国間の開発格差の縮小などにメ

リットがある。また、日本との貿易量が多い東

アジア地域に最も高い関税が課せられている状

況から、交渉を優先的に進めてきたのもその理

由である１）。また、ASEANと日本・中国・韓

国の「ASEAN＋３」、ASEANと日本・中国・

韓国・シンガポール・ニュージーランド・オー

ストラリアの「ASEAN＋６」、「ASEAN＋６」

にインドまでを含む「東アジア共同体構想」な

ど様々な地域貿易協定の枠組みが同時に進めら

れているのも事実である２）。もし「東アジア共

同体構想」が実現できれば、世界最大規模の貿

易市場が誕生することになる。日本にとって、

この東アジア共同体の形成は、貿易環境の強化

以外に、外交関係の改善にも大きな意味がある
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と言えよう。

２．地域貿易協定と日本の基本方針

まず、世界における地域貿易協定が増加する

傾向を見せている理由としては、第１にWTO

のような多国間協議の場合には時間がかかるこ

とや合意が難しいこと、第２に特定国との排他

的互恵措置による実質的国益の確保状態、第３

に市場開放とともに競争論理の導入による生産

性の向上、第４に貿易拡大及び外国人の直接投

資による経済成長の原動力としての認識、第５

に世界の地域主義に対する対応などが挙げられ

る３）。これらの理由は肯定的な側面からとられ

ることであるが、副作用として域外国からの反

発や反射的な影響があることも事実である。

また、地域貿易協定に対するWTOの規程が

不明確・不充分であるため、その正当性を判断

することは難しい。すなわち、WTOの規程第

１条には GATTの規程第１条と同様に、特定

国に与えた最も有利な貿易条件は全加盟国に平

等に適用することが明記されているため、地域

貿易協定は最恵国待遇の原則（principle of most

favored nation treatment）に真正面から違反する

ものである。WTOの中には、地域貿易協定委

員会（CRTA: Committee on Regional Trade Agree-

ments）があり、関連規定の補完作業を行って

いるが、あまり進まないのが現状である。しか

し、物品分野は関税及び貿易に関する一般協定

（GATT）第２４条、サービス分野はサービス貿

易に関する一般協定（GATS）第４条の要件を

満たす場合は地域貿易協定を例外的に適法とし

て認めているのである４）。これは実質的にすべ

ての貿易を対象にしていることで、特定の分野

を全面的に除外してはいけないこと、関税及び

他の商業的制限の合理的期間内（原則的に１０年

以内）に撤廃しなければならないこと、域外国

に対する関税及び他の商業的制限が協定締結の

以前より後退してはいけないことなどの条件を

満たさなければならない。

いままでの日本の地域貿易協定は FTA（自

由貿易協定）よりも EPA（経済連携協定）を

中心に推進してきている。この EPAとは、FTA

の対象範囲であるモノの貿易、サービスの貿

易、貿易円滑化、税関協力、基準認証等に、投

資、政府調達、競争政策、二国間協議等を加え

た地域貿易協定であるため、EPAは FTAに比

べて経済交流の対象範囲が広く、包括的な経済

連携を可能にする協定である。すなわち、日本

は EPAを推進することで、経済全般の交流を

図る一方、産業与件が異なる国との交渉におい

ては相手国に柔軟な対応ができる範囲を広げる

方針をとっているからである。相手国の交渉対

象の産業与件が未熟の場合、他の交渉与件から

相互有益な妥結案を補完させることで、相互利

益を確保するというねらいである。日本の EPA

政策は、基本的に自由貿易体制の維持・強化と

外交・安全保障の確保という両側面を持ってい

る。

日本は EPA政策の基本方針としてWTOを

中心とする多角的な自由貿易体制の補完（対外

経済関係の発展、経済的利益の確保）、日本及

び交渉相手国の構造改革の推進、東アジア共同

体の構築等を打ち出している５）。基本的には、

まず東アジア諸国との交渉に全力を注ぐととも

に、交渉相手国との経済関係の現状に応じて経

済連携の方法（投資協定、相互承認協定、投資

環境整備など）も検討するという方針である６）。

一方、日本の EPAは、国内的には経済界から

の要望、他の国の経済連携による日本企業の不

利益の解消、国内構造改革と規制緩和、貿易自

由化が遅れている国への対応などを反映してい

る。反面、対外的にはまずWTO交渉の進捗状

日本の TPP交渉と関税撤廃の論争

－１４５－



表１ 日本の TPP交渉参加の動きとその反応

２０１０年１０月 菅直人首相、TPPに参加検討の表明。
２０１０年１１月 内閣：農業分野に「農業構造改革推進本部（仮称）」設置（２０１１年６月まで基本方針

作成）、菅直人首相：APECにおいて TPP交渉参加に向けて関係国との協議に正式表
明。内閣：「食と農林漁業の再生推進本部」を発足。

２０１０年１２月 第４回ニュージーランド・ラウンドの TPP協議にオブザーバーとしての参加が拒否
される（TPP参加姿勢が明確でないため）。経済産業省：農林水産省とは違った立場
から農業の産業化を支援する作業部会として「農業産業化支援ワーキンググループ」
を発足。

２０１１年２月 全国３０以上の道府県議会で反対、ないし慎重な対応を求める意見書採択。TPPに関す
る政府の公開討論会「開国フォーラム」がさいたま市で開催（政府の情報不足を漏出）。

２０１１年３月 全国農業協同組合中央会：TPPへの参加に反対表明。
＊２０１１年３月現在、すでにアメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナム、マレーシア（５カ国）が TPPへ参加、
次いでコロンビア、カナダ、日本が交渉参加の意向を表明。中国と韓国は TPP参加への姿勢を明確にしていない。
＊APEC（Asia Pacific Economic Cooperation）とは、１９８９年に創設されたアジア太平洋地域初の政治・経済協力のため
の会議。日本・韓国・アメリカ・中国・台湾・香港・ASEAN諸国などの２１カ国・地域が参加している。

況をベースにして、EUや NAFTAなど自由貿

易圏への対応、他の国と地域との関係の維持と

強化、ASEANを含む東アジア地域の経済統合

（東アジア共同体）への対応が政策の柱となっ

ている。

これらの EPAの交渉にあたっては、相手国

との困難さに相互が適切な考慮を払うことがで

きるか、貿易・投資上生じ得る影響を巡り摩擦

等が生じないか、WTO及び EPA上の約束を実

施する体制が整っているかなどの観点を重視し

ている。EPAの締結により、日本全体として

の経済利益の確保、物品・サービス貿易や投資

の自由化、鉱工業品、農林水産品の輸出やサー

ビス貿易・投資の実質的な拡大、円滑化が図れ

る。また、EPA政策には、知的財産権保護等

の各種経済制度の調和、人の移動の円滑化、日

本企業のビジネス環境の改善、資源及び安全・

安心な食料の安定的輸入、輸入先の多元化など

によって経済社会の構造改革の促進、経済活動

の効率化及び活性化をも期待している。

しかし、２０１０年１０月に日本（菅直人首相）は、

新成長戦略実現会議７）で、「米国、韓国、中国、

ASEAN、豪州、ロシア等のアジア太平洋諸国

と成長と繁栄を共有するための環境を整備する

にあたっては、EPA・FTAが重要である。その

一環として、環太平洋パートナーシップ協定交

渉等への参加を検討し、アジア太平洋自由貿易

圏（FTAAP）の構築を視野に入れ、APEC首脳

会議までに、我が国の経済連携の基本方針を決

定する」という趣旨から TPP協議に参加する

と表明した。この菅直人首相の突然の発言よ

り、TPPへの参加に向かって地域貿易協定の基

本方針が転換している。TPPに対する具体的な

対策が明確になっていない状況でもあって、安

易な参加に対する危機感が世の中の論調になっ

ている。どのような理由で基本方針の転換が行

われているのか、またその狙いと目標は何なの

かも明らかではないのが現状である。したがっ

て、いままで進めてきた「ASEAN＋３」、

「ASEAN＋６」、「東アジア共同体構想」との

整合性は、どうすればよいのかが新たな課題で

ある８）。これに関する一連の動きを整理すると

次のとおりである（表１を参照）。
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�．TPP交渉と判断材料

一般に、FTA／EPAは基本的に二国間協定で

あり、双方の協議によって対象品目や関税の段

階的に減免の設定（１０年で貿易総額の９０％の関

税を撤廃、残り１０％で主要品目及びを除外・例

外扱い）が可能である。これに対して、TPPは、

多国間協定であり、例外なくすべての品目を交

渉対象にしており、すべての品目の関税を将来

的に１００％完全に撤廃（交渉締結時に９０％即時

関税撤廃、残り１０％は１０年間で削減・完全撤

廃）するという非常に強力的な地域貿易協定で

ある。現在、日本は主に EPAを中心に地域貿

易協定を進めてきているが、市場規模が日本よ

り小さい国ばかりである。反面、TPPの交渉参

加国には日本より市場規模が大きい世界１のア

メリカがある。この点はメリットになると考え

られる。しかし、TPPの交渉参加国には、農産

物輸出国（例えば、アメリカ、オーストラリア、

ニュージーランド、ベトナム、チリ）が多く、

品目に例外のない関税撤廃が求められると、こ

れまでのような方法で日本の農産物を守ること

ができなくなる。また、TPPはアメリカが主導

する枠組みであるので、経済分野以外に、アメ

リカの政治的な要求等が出てくる可能性もあ

る。

市場規模の観点から国際通貨基金（IMF）に

よる各国の GDP（購買力平価ベース、単位：

１０億 USドル、２００９年）を見ると、全世界の市

場規模は６９，８０８．８１（１００％）で、欧州連合（EU）

が１４，７９３．９８（１位：２１．１９％）、ア メ リ カ が

１４，２５６．２８（２位：２０．４２％）、中国の８，７６５．２４

（３位：１２．５６％）、日 本 が４，１５９．４３（４位：

５．９６％）でこれらの４大市場だけで全世界の

６０．１３％を占めている。ここで、仮に日本が TPP

に参加し、１０カ国になった場合、世界最大の市

場規模（３１．４１％）の自由貿易圏が形成される

ことになる。また、TPP域内の市場規模からみ

ると、アメリカが６５．０１％、日本が１８．９７％を占

めることになり、アメリカは巨大な影響力をも

つことになりかねない。そして、アメリカと日

本の２カ国だけで TPP市場全体の８３．９８％をカ

バーすることになる。他方、韓国の１，３６４．１５（１２

位：１．９５％）を用いると、東北アジアの日本、

中国、韓国の３カ国だけでも全世界の２０．４７％

を占めている。この一点だけを見る限り、アメ

リカと個別に FTAあるいは EPAを交渉した方

が妥協しやすいし、品目交渉も有利に進めるこ

とができると言えよう。また、日本は TPP交

渉参加国のうち、ニュージーランド、アメリカ、

オーストラリア（交渉中）を除く６カ国とはす

でに EPAを締結（ペルーは合意中）している。

したがって、これらの国との間では、アメリカ

以外に日本が新たに TPPに参加して得られる

ものは少ないと考えられる（表２を参照）。

貿易規模の側面からみると、日本の主要輸出

相手国は、ここ１０年間上位にアメリカ、中国、

韓国、台湾が占めていることは変わりがない

が、近年中国がアメリカを越して一位になり、

この４カ国への輸出額が２０１０年に日本の輸出総

額の５５．７％を占めており、輸出相手国が偏って

いることがわかる。一方、２０１０年の主要輸入相

手国をみると、上位には中国が２２．１０％、アメ

リカが９．７０％、オーストラリアが６．５０％、韓国

が４．１０％、インドネシアが４．１０％、台湾が３．３０％

で全体の５０．７％を占めている傾向には変わりが

ない状況である（主な石油輸入国であるサウジ

アラビアとアラブ首長国連邦は別として）。す

なわち、輸入相手国は主にアジア諸国

（４５．３０％）に集中しているのが現実である。

このような貿易構造からみる限り、アメリカを

除いて他の TPP交渉参加国との関係は非常に
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薄いことがわかる（表３と表４を参照）。日本

の貿易における TPP（９カ国計）と主要国の品

目別比率（２００９年）をみると、TPPの割合が高

く見えるが、相当の割合はアメリカが占めてい

ることが分かる。それに比べて中国や韓国の割

合をみると、TPPに匹敵する程度の比重を占め

ていることがわかる（表５を参照）。

日本と TPP交渉参加国の平均関税率をみる

と、日本においては農産物の平均関税率が

２１．０％で非常に高く、関税によって農業が守ら

れていることがよくわかる。もちろん他の品目

においては低い関税率を適用しているので、そ

の点は交渉に柔軟に対応できると考えられる。

他方、TPP交渉参加国においての平均関税率

表３ 日本の主要輸出国の推移 （単位：１００億円）

２０００年 ２００５年 ２０１０年
１ アメリカ １，５３６２９．８０％ アメリカ １，４８１２２．６０％ 中国 １，３０９１９．５０％
２ 台湾 ３８７ ７．６０％ 中国 ８８４１３．６０％ アメリカ １，０３９１５．５０％
３ 韓国 ３３１ ６．５０％ 韓国 ５１５ ７．９０％ 韓国 ５４６ ８．２０％
４ 中国 ３２７ ６．４０％ 台湾 ４８１ ７．４０％ 台湾 ４６０ ６．９０％
５ 香港 ２９３ ５．８０％ 香港 ３９７ ６．１０％ 香港 ３７０ ５．６０％
６ シンガポール ２２４ ４．４０％ タイ ２４８ ３．９０％ タイ ２９９ ４．５０％
７ ドイツ ２１６ ４．３０％ ドイツ ２０６ ３．２０％ シンガポール ２２１ ３．４０％
８ イギリス １５６ ３．２０％ シンガポール ２０４ ３．２０％ ドイツ １７９ ２．８０％
９ マレーシア １５０ ２．１０％ イギリス １６６ ２．６０％ マレーシア １５４ ２．４０％
１０ タイ １４７ ２．９０％ オランダ １４５ ２．３０％ オランダ １４３ ２．２０％

日本（総額） ５，１６６ 日本（総額） ６，５６６ 日本（総額） ６，７４１
アジア ２，１２５４１．２０％ アジア ３，１８０４８．５０％ アジア ３，７８３５６．２０％
EU ８４３１６．４０％ EU ９６５１４．８０％ EU １１．３０％１１．４０％

資料：財務省貿易統計より作成。

表２ TPP交渉参加国の GDPの比較（２００９年） （単位：１０億 US$、％）

国 GDP 世界順位 世界の割合 TPPの割合 EPA状況
１ シンガポール ２３９．９７ ４６ ０．３４ １．０９ 締結
２ ブルネイ １９．６７ １１７ ０．０３ ０．０９ 締結
３ チリ ２４３．５７ ４３ ０．３５ １．１１ 締結
４ ニュージーランド １１５．４１ ５８ ０．１７ ０．５３ ×

（４カ国計） ６１８．６２ － ０．８９ ２．８２ －
５ アメリカ １４，２５６．２８ １ ２０．４２ ６５．０１ ×
６ オーストラリア ３２２．５１ ３５ ０．４６ １．４７ 交渉中
７ ペルー ２５１．３９ ４２ ０．３６ １．１５ 合意
８ ベトナム ２５６．５８ ３８ ０．３７ １．１７ 締結
９ マレーシア ３８２．２６ ２９ ０．５５ １．７４ 締結

（９カ国計） １７，７７０．６７ － ２５．４６ ８１．０３ －
１０ 日本 ４，１５９．４３ ３ ５．９６ １８．９７ －

（１０カ国合計） ２１，９３０．１０ － ３１．４１ １００．００ －
中国 ８，７６５．２４ ２ １２．５６ － ×
韓国 １，３６４．１５ １２ １．９５ － 中断中
EU １４，７９３．９８ － ２１．１９ － －
世界 ６９，８０８．８１ － １００．００ － －

資料：Wikipedia、http://ja.wikipedia.org/wiki/、２０１１年３月２０日、IMFの購買力平価（PPP）ベースよ
り作成。
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は、国によってばらばらである。しかも、テレ

ビや乗用車に対しては、ベトナムとマレーシア

が相手国によって異なる関税率を適用してい

る。ベトナムでは、乗用車に対して最高８３．０％

まで関税率が課せられている。このように TPP

交渉参加国の間でも関税率が相当の違いがあ

り、最終的に関税を撤廃するための交渉は、堅

強な道程であると言えよう（表６を参照）。

日本が TPPの交渉に参加するためには、貿

易品目と関税、相手国の物価（品目別の価格

差）、自国商品の現地生産量の現状や今後の生

産可能性９）、為替レートの変動、資源の確保可

能性、産業構造や特徴など様々な観点から検討

し、農業、工業、サービス業など国内産業全般

表４ 日本の主要輸入国の推移 （単位：１００億円）

２０００年 ２００５年 ２０１０年
１ アメリカ ７７８１９．００％ 中国 １，１９８ １，１９８ 中国 １，３４１２２．１０％
２ 中国 ５９４１４．５０％ アメリカ ７０７１２．４０％ アメリカ ５９１ ９．７０％
３ 韓国 ２２０ ５．４０％ サウジアラビア ３１７ ５．６０％ オーストラリア ３９１ ６．５０％
４ 台湾 １９３ ４．７０％ アラブ首長国連邦 ２８０ ４．９０％ サウジアラビア ３１５ ５．２０％
５ インドネシア １７７ ４．３０％ オーストラリア ２７１ ４．８０％ アラブ首長国連邦 ２５７ ４．２０％
６ アラブ首長国連邦 １６０ ３．９０％ 韓国 ２７０ ４．７０％ 韓国 ２５０ ４．１０％
７ オーストラリア １６０ ３．９０％ インドネシア ２３０ ４．００％ インドネシア ２４６ ４．１０％
８ マレーシア １５６ ３．８０％ 台湾 １９９ ３．５０％ 台湾 ２０２ ３．３０％
９ サウジアラビア １５３ ３．７０％ ドイツ １９７ ３．５０％ マレーシア １９９ ３．３０％
１０ ドイツ １３７ ３．４０％ タイ １７２ ３．００％ タイ １８４ ３．００％

日本（総額） ４，０９５ 日本（総額） ５，６９６ 日本（総額） ６，０６５
アジア １，７０６４１．７０％ アジア ２，５２９４４．４０％ アジア ２，７４７４５．３０％
EU ５０４１２．３０％ EU ６４７１１．４０％ EU ５８２ ９．６０％

資料：財務省貿易統計より作成。

表５ 日本の貿易における TPP・主要国の品目別比率（２００９年）（単位：百万ドル、％）

品目 貿易額 TPP 米国 韓国 中国

輸出

輸送機器 １２８，５６４ ３６．４ ２６．３ １．１ ７．９
一般機械 １０１，９６８ ２６．４ １８．１ ７．４ １９．０
電気機器 １０７，２７８ ２２．０ １２．８ ７．１ ２３．９
化学品 ７７，１８０ １７．８ １１．４ １５．６ ２２．６
鉄鋼製品 ３８，９１５ １５．１ ５．８ ２１．２ ２４．３

（輸出総額） ５８０，４６５ ２５．７ １６．１ ８．１ １８．９

輸入

鉱物性燃料 １５２，１６５ ２２．６ ０．７ １．５ ０．９
機械機器 １４７，２０４ ２４．５ １７．１ ６．５ ３５．４
食料品類 ５３，８１０ ３９．２ ２４．１ ２．７ １３．０
化学品 ５６，９３７ ２２．４ １７．２ ４．９ １５．５
繊維製品 ３１，０６１ ５．８ １．３ １．７ ９．１

（輸入総額） ５５１，７８８ ２４．６ １０．７ ４．０ ２２．２
注：TPPは、シンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリ、アメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナム、
マレーシアの９カ国合計。

資料：日本貿易統計。
出所：日本貿易振興機構（JETRO）海外調査部（２０１１年４月）『環太平洋戦略経済連携協定（TPP）の概要』、８ペー

ジより作成。

日本の TPP交渉と関税撤廃の論争

－１４９－



にわたる影響を考慮しなければならない。他

方、現在の最大の貿易相手国である中国や韓国

の動きも非常に重要な判断材料になることは確

実である。したがって、中国や韓国との協力な

しに日本が TPPに参加することになれば、大

きな国際競争相手をさらに強化させる可能性が

秘められていると言えよう。

�．むすび

世界経済は、自由貿易主義をもとにグローバ

ル化の進展とWTOの機能不振が重なり、地域

貿易協定を通じてそれぞれの国益を確保しよう

とする動きが活発になっている。これには先進

国はもちろん途上国も積極的に交渉に臨んでい

る様子が見られる。そこで、本研究では、日本

の TPP参加表明に関連して今までの対外経済

政策を踏まえた上で、その戦略的な意味を考察

した。

これからの TPPの交渉日程は、２０１１年１０月

までに協議を終え、１１月にハワイで行われる

APEC首脳会議での妥結を目指している。日本

にとって物理的な時間が非常に少ないなか、急

いで交渉に参加する必要性があるのかは疑問で

ある。また、日本がこれまで EPAを締結して

いないニュージーランド、アメリカとの間で

は、日本にとって TPP参加に伴う影響（特に

農産物）が大きく、そのなかでもアメリカとの

関係が最大の問題である。そこで韓国とアメリ

カとの FTAが発効すると、韓国製品に対して

アメリカの関税が撤廃され、日本の対アメリカ

輸出にとってマイナス要因となるので、主に韓

国との関係も念頭材料である。さらにアメリカ

が中国との関係を密接にしようとする動きがあ

るなか、今後、両国がどのような戦略で臨むの

かを見極める必要もある。日本が TPPに参加

すれば、それ以外の国との EPA交渉において

も追加的な関税撤廃につながる交渉材料を提供

表６ TPP交渉参加国と日本の平均関税率 （単位：％）
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本

単純平均MFN関税率 ０．０ ２．５ ２．１ ６．０ ３．５ ３．５ ５．５ １０．９ ８．４ ４．９
農産物 ０．２ ０．１ １．４ ６．０ ４．７ １．３ ６．２ １８．９ １３．５ ２１．０
鉱工業品 ０．０ ２．９ ２．２ ６．０ ３．３ ３．８ ５．４ ９．７ ７．６ ２．５
電気機械 ０．０ １４．３ ２．６ ６．０ １．７ ３．２ ３．１ １０．９ ４．３ ０．２
（テレビ） ０．０ ５．０ ０．０ ６．０ ０‐５ ０‐５ ９．０ ０‐３７ ０‐３０ ０．０
輸送機械 ０．０ ４．０ ３．１ ５．４ ３．０ ５．１ １．５ １８．９ １１．６ ０．０
（乗用車） ０．０ ０．０ ０‐１０ ６．０ ２．５ ５．０ ９．０ １０‐８３ ０‐３５ ０．０
化学品 ０．０ ０．５ ０．８ ６．０ ２．８ １．８ ３．１ ４．２ ２．９ ２．２
繊維製品 ０．０ ０．９ １．９ ６．０ ８．０ ６．８ １３．１ １０．０ １０．３ ５．５
非電気機器 ０．０ ７．１ ３．０ ６．０ １．２ ３．１ ０．８ ４．０ ３．６ ０．０
注：テレビ、乗用車を除き、２００９年の平均税率（ブルネイについては２００８年）。テレビ（HS８５２８７１～７３）、乗用車（HS
８７０３）は２０１０年１０月時点の適用税率。オーストラリアの乗用車の関税は、中古車には５％＋１２，０００豪ドルの重
量税が加算。

資料：World Tariff Profiles 2010（WTO、UNCTAD、ITC）、World Tariff（FedEx Trade Networks）
出所：日本貿易振興機構（JETRO）海外調査部（２０１１年４月）『環太平洋戦略経済連携協定（TPP）の概要』、６ページ。
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する可能性もある。

日本の対外経済政策は、経済的な相互依存を

深めると同時に、相手国との政治的信頼感を強

化し、日本のグローバルな外交的影響力や利益

を拡大する狙いがある。すなわち、経済外交に

柔軟性を確保し、経済相互依存と政治的連携の

強化を戦略としている。しかし、このように疑

問が多い TPPへの参加は、経済的・政治的側

面だけではなく、財政的負担や国民的感情にも

配慮が必要である。確かに、国際貿易環境はま

すます厳しくなっており、日本の一部の品目に

おいては国際競争力が落ちているのも事実であ

る１０）。それにしても１０年という期間のうちに産

業経済全般の構造を揺るがしかねない TPPへ

の参加は慎重に進めるべきである。

現時点での TPP交渉参加の表明の意味につ

いては、すでに構築されている世界の様々な地

域貿易協定の枠組みの状況から見る限り、日本

の立場が段々と弱くなっていくのは明らかであ

るため、その危機感の表れであることとして評

価できる。言い換えれば、日本が行ってきた

EPA中心の自由貿易協定は、戦略的な意味か

らみると、関税側面で日本の農産物を保護する

ような内容を重視してきた。しかし、これらの

相手国の総量的市場が小規模であり、将来にも

大きくなる可能性は低い国と地域ばかりであ

る。この意味で日本がより大規模の市場を目指

し、地域貿易協定の交渉を進める必要性がある

ことは明らかである。そのためには、まず国内

産業の保護や国民感情の安心感などを配慮した

形で、地政学的な側面からも重要な意味をも

ち、かつ今後の経済発展可能性が高い中国や韓

国を交渉相手国にするのが先であろう。それと

同時に日本は、アメリカとの外交関係や同盟関

係を強化する意味でも個別に自由貿易協定の交

渉を急ぐべきであろう。
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